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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第11期

第２四半期
連結累計期間

第12期
第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自平成26年１月１日
至平成26年６月30日

自平成27年１月１日
至平成27年６月30日

自平成26年１月１日
至平成26年12月31日

売上高 （千円） 11,129,799 32,373,247 32,035,918

経常利益又は経常損失（△） （千円） 108,594 △1,768,780 △927,968

四半期(当期)純損失（△） （千円） △22,627 △2,672,608 △3,083,021

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △22,258 △2,685,445 △3,214,229

純資産額 （千円） 8,978,090 3,335,142 5,936,082

総資産額 （千円） 16,912,623 23,103,986 23,821,317

１株当たり四半期(当期)純損失金

額（△）
（円） △0.51 △55.48 △66.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 51.7 12.6 23.3

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △1,555,633 1,730,289 △4,871,556

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） △2,341,066 △2,117,627 △4,975,512

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー
（千円） 6,921,940 649,690 11,391,200

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 4,277,110 3,060,066 2,795,857

回次
第11期

第２四半期
連結会計期間

第12期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年６月30日

自平成27年４月１日
至平成27年６月30日

１株当たり四半期純損失金額 （円） △2.28 △50.23

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第11期及び、第11期第２四半期連結累計期間、第12期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失金額であ

るため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下の通りであります。

当第２四半期連結累計期間において、株式会社Ｓ－ＣＯＲＥを設立し、当社の100％子会社として連結の範囲に含

めております。また、ビックソーラーパーク２号匿名組合への匿名組合出資を行い、連結の範囲に含めております。

この結果、平成27年６月30日現在、当社グループは、当社、子会社17社および関連会社２社により構成されており

ます。

（連結子会社）

株式会社Ｓ－ＣＯＲＥ

（設立：平成27年１月、資本金1,000千円、議決権所有割合：100％（直接）、事業内容：電気事業）

ビックソーラーパーク２号匿名組合

（出資：平成27年３月、出資口数138,700,000口（138,700千円）、持分割合：99.9％（直接）、事業内容：太陽光

発電設備の所有及び運営）
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、当社と株式会社フジコーとの間で、普通株式の売却及び有限責任組合の出資

口数持分の地位譲渡に関する契約を締結いたしました。

(1)株式会社一戸フォレストパワーの普通株式売却

①契約締結日及び権利義務の承継日

平成27年６月29日

②株式売却の目的

当社グループにおける電源開発事業の整理・売却と財務体質の強化を図るため

③口数及び譲渡の対価

140株、現金を対価とする(9,100千円、１株につき65千円)株式の売却

(2)緑の電力を創る１号投資事業有限責任組合出資口数持分の地位譲渡

①契約締結日及び権利義務の承継日

平成27年６月29日

②出資持分譲渡の目的

当社グループにおける電源開発事業の整理・売却と財務体質の強化を図るため

③口数及び譲渡の対価

1,990口、現金を対価とする(70,115千円)出資口数持分の譲渡
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第２四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び当社

の関係会社）が判断したものであります。

(1）業績の状況

①経営成績の状況

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や日銀による金融緩和政策を背景に、円

安・株価の上昇や、一部の企業収益に改善が見られるなど、景気は緩やかな回復基調にあるものの、円安の

進行による物価の上昇や消費税増税後の個人消費の低迷など、先行きが不透明な状況が続いております。

当社は、本年３月から新しい経営体制のもとで既存事業の選択と集中を加速させておりますが、主に資産

にかかる事業性評価を見直した結果、減損損失や今後発生の可能性のある損失の引当等により、バランスシ

ートの圧縮を行っております。また、各事業等における概況は以下の通りです。

（エネルギーマネジメント事業）

当社の主力サービスであり、ストック型ビジネスである電力代理購入サービスにおいては、与信審査見直

し等による契約先の選別等もあり、当初の見込みよりは新規顧客の獲得ペースが減速しておりますが、契約

電力は年初約60万kWから約70万kWと順調に伸びております。

当社の創業ビジネスであるPPS（※１）需給管理代行においては、新規受託先の増加等により売上高は増

加しており、引き続き機能強化に取り組んでおります。

（パワーマーケティング事業）

電力卸取引において、卸電力取引市場の価格が当社の予想値よりも下落したこと等により、卸電力取引市

場での売電による売上高の減少、当該市場価格下落による採算性の悪化や自社の発電所費用の増加により、

損失を計上する結果となりました。

また、電源開発では、販売用発電所の新規開発を停止し、整理・売却を進めることで、たな卸資産及び借

入金の残高縮小を図っております。今回、当第２四半期連結会計期間の仕掛案件について、追加工事等によ

り損失が見込まれる案件や販売が長期化する可能性のある案件等に対するたな卸資産評価を実施した結果、

当第２四半期連結会計期間において、たな卸評価損等を売上原価に計上しました。

（その他）

コーポレートガバナンスの見直し等の再発防止のための内部管理体制強化等を目的とした、外部コンサル

ティング費用の増加等により販売費及び一般管理費が、前第２四半期連結累計期間（以下、「前年同期」）

に比べ657,133千円増加いたしました。さらに、減損等による810,624千円の特別損失の発生等、一過性の費

用が発生しております。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は32,373,247千円（前連結会計年度比190.9％増）、営

業損失は1,699,819千円（前年同期は営業利益165,613千円）、経常損失は1,768,780千円（前年同期は経常

利益108,594千円)、四半期純損失は2,672,608千円（前年同期は四半期純損失22,627千円)となりました。

②財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比較して717,330千円減少し

23,103,986千円となりました。これは主として、北茨城ディーゼル発電所、常陸那珂発電所の建設等に伴い

有形固定資産が1,591,777千円増加したものの、電源開発事業の案件売却が進んだこと等により、たな卸資

産が4,309,815千円減少したこと等によるものです。

また、負債合計につきましては、前連結会計年度末に比較して1,883,608千円増加の19,768,843千円とな

りました。これは主として、長期借入金の増加964,085千円等によるものです。

純資産合計は、当第２四半期連結累計期間の四半期純損失の計上等により、前連結会計年度末に比較して

2,600,939千円減少し3,335,142千円となりました。
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〔用語解説〕

（※１）PPS（Power Producer & Supplierの略）：一般電気事業者（電力会社）以外で、50kW以上の高圧電

力を必要とする大口需要家に対し電気の小売り供給を行う事業者。現在は新電力ともいう。

(2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、3,060,066千円と

なりました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下の通り

であります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、1,730,289千円となりました。

主な要因は、税金等調整前四半期純損失による減少が2,528,308千円となっておりますが、たな卸資産の

減少5,250,538千円などの増加要因があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、2,117,627千円となりました。

主な要因は、有形固定資産の取得等による支出が1,819,461千円あったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動による資金の増加は、649,690千円となりました。

主な要因は、セール・アンド・リースバックによる収入が920,312千円増加したことによるものです。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題についての重要な変更はありませ

ん。

(4）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は260,916千円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありませ

ん。

（5）従業員数

著しい増減はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月７日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 48,307,545 48,307,545
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株式数は100株

であります。

計 48,307,545 48,307,545 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額

（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日

（注）

12,000 48,307,545 1,752 3,555,331 1,752 4,520,473

（注）．新株予約権の行使による増加であります。

（６）【大株主の状況】

平成27年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

池田 元英 東京都足立区 11,825,000 24.48

池田 奈月 東京都足立区 11,825,000 24.48

渡部 健 東京都板橋区 450,000 0.93

ＮＩＦＳＭＢＣ－Ｖ２００６Ｓ３

投資事業有限責任組合
東京都中央区日本橋茅場町一丁目13番12号 358,889 0.74

有限会社プリシャス 東京都目黒区八雲二丁目23番８号 300,000 0.62

大日本印章株式会社 愛知県名古屋市中区松原三丁目16番９号 232,100 0.48

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町一丁目４番地 157,400 0.33

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木一丁目６番１号 148,200 0.31

岩崎 聡樹 東京都青梅市 136,700 0.28

株式会社エナリス
東京都足立区千住一丁目４番１号

東京芸術センター
122,845 0.25

計 － 25,556,134 52.90
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

122,800
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

48,178,600
481,786 －

単元未満株式（注）
普通株式

6,145
－ －

発行済株式総数 48,307,545 － －

総株主の議決権 － 481,786 －

（注）．単元未満株式には、当社保有の自己株式45株が含まれています。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

株式会社エナリス

東京都足立区千住

一丁目４番１号

東京芸術センター

122,800 － 122,800 0.25

計 － 122,800 － 122,800 0.25

２【役員の状況】

退任役員

役名 氏名 退任年月日

取締役 高橋 直弘 平成27年５月11日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、京都監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,795,857 3,060,066

受取手形及び売掛金 4,782,879 4,897,846

営業未収入金 1,151,692 2,751,364

たな卸資産 ※２8,947,515 ※２4,637,699

繰延税金資産 164,923 68,648

その他 797,922 1,057,668

流動資産合計 18,640,791 16,473,294

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 4,575 1,214,507

建設仮勘定 1,982,166 929,645

その他 824,503 2,258,868

有形固定資産合計 2,811,244 4,403,022

無形固定資産

のれん 504,165 307,076

その他 774,287 976,909

無形固定資産合計 1,278,453 1,283,985

投資その他の資産 1,090,828 943,683

固定資産合計 5,180,525 6,630,692

資産合計 23,821,317 23,103,986

負債の部

流動負債

買掛金 6,041,998 7,414,093

短期借入金 6,489,633 5,765,538

1年内返済予定の長期借入金 132,292 453,062

1年内償還予定の社債 33,000 34,000

未払法人税等 48,514 80,976

前受金 3,485,297 2,119,933

その他 827,399 1,355,519

流動負債合計 17,058,134 17,223,124

固定負債

社債 17,500 -

長期借入金 797,452 1,761,537

その他 12,148 784,181

固定負債合計 827,100 2,545,719

負債合計 17,885,235 19,768,843

純資産の部

株主資本

資本金 3,553,579 3,555,331

資本剰余金 4,567,991 4,569,743

利益剰余金 △2,397,377 △5,069,986

自己株式 △35,475 △35,494

株主資本合計 5,688,716 3,019,592

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △126,553 △108,696

為替換算調整勘定 △144 1,711

その他の包括利益累計額合計 △126,697 △106,984

少数株主持分 374,063 422,534

純資産合計 5,936,082 3,335,142

負債純資産合計 23,821,317 23,103,986
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

売上高 11,129,799 32,373,247

売上原価 9,787,992 32,239,739

売上総利益 1,341,806 133,507

販売費及び一般管理費 ※１1,176,193 ※１1,833,326

営業利益又は営業損失（△） 165,613 △1,699,819

営業外収益

受取利息 307 1,817

受取配当金 2 6,177

持分法による投資利益 11,730 -

補助金収入 17,082 -

その他 2,668 9,257

営業外収益合計 31,790 17,252

営業外費用

支払利息 12,279 43,043

支払手数料 6,624 15,816

持分法による投資損失 - 22,039

株式交付費 28,267 -

コミットメントフィー 38,000 -

その他 3,637 5,314

営業外費用合計 88,809 86,213

経常利益又は経常損失（△） 108,594 △1,768,780

特別利益

固定資産売却益 - 2,124

受取和解金 - 26,500

投資有価証券売却益 - 22,473

特別利益合計 - 51,097

特別損失

固定資産売却損 - 3,000

本社移転費用 28,171 -

減損損失 - ※２671,175

その他 - 136,448

特別損失合計 28,171 810,624

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
80,422 △2,528,308

法人税、住民税及び事業税 148,332 85,384

法人税等調整額 △45,651 91,465

法人税等合計 102,681 176,850

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △22,258 △2,705,158

少数株主利益又は少数株主損失（△） 368 △32,550

四半期純損失（△） △22,627 △2,672,608
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △22,258 △2,705,158

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 - 17,857

為替換算調整勘定 - 1,856

その他の包括利益合計 - 19,713

四半期包括利益 △22,258 △2,685,445

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △22,627 △2,652,894

少数株主に係る四半期包括利益 368 △32,550
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 80,422 △2,528,308

減価償却費 69,207 195,770

減損損失 - 671,175

賃貸借契約解約損 - 58,433

のれん償却額 89,283 21,638

受取利息 △307 △7,994

支払利息 12,279 43,043

受取和解金 - △26,500

持分法による投資損益（△は益） △11,730 22,039

投資有価証券売却損益（△は益） - △22,473

有形固定資産売却損益（△は益） - 875

有形固定資産除却損 - 38,516

無形固定資産除却損 - 4,802

売上債権の増減額（△は増加） △1,705,478 △1,707,062

たな卸資産の増減額（△は増加） △928,586 5,250,538

仕入債務の増減額（△は減少） 1,781,915 1,372,095

その他 △721,602 △1,716,267

小計 △1,334,595 1,670,323

利息の受取額 307 7,994

利息の支払額 △12,970 △47,811

和解金の受取額 - 26,500

法人税等の支払額 △217,375 △52,922

法人税等の還付額 - 126,205

持分法適用会社からの配当金の受取額 9,000 -

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,555,633 1,730,289

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △420,435 △1,819,461

有形固定資産の売却による収入 - 35,826

無形固定資産の取得による支出 △542,802 △281,287

投資有価証券の取得による支出 △30,000 -

投資有価証券の売却による収入 - 13,590

関係会社株式の取得による支出 △7,000 -

関係会社株式の売却による収入 - 9,100

出資金の払込による支出 △425 △4,257

出資金の売却による収入 - 70,115

貸付けによる支出 - △1,300

貸付金の回収による収入 - 14,197

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出 △1,093,923 △132,196

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入 1,638 -

事業譲受による支出 △57,701 -

敷金及び保証金の差入による支出 △192,521 △9,989

敷金及び保証金の回収による収入 9,396 -

その他 △7,292 △11,965

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,341,066 △2,117,627
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,258,324 △724,094

長期借入れによる収入 500,000 570,000

長期借入金の返済による支出 △81,084 △121,654

社債の償還による支出 △444,000 △16,500

リース債務の返済による支出 - △10,657

セール・アンド・リースバックによる収入 - 920,312

ストックオプションの行使による収入 - 3,504

自己株式の取得による支出 - △19

株式の発行による収入 5,544,150 -

少数株主からの払込みによる収入 144,550 28,800

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,921,940 649,690

現金及び現金同等物に係る換算差額 - 1,856

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,025,240 264,209

現金及び現金同等物の期首残高 1,251,870 2,795,857

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※4,277,110 ※3,060,066
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

(1)連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間において、ビックソーラーパーク２号匿名組合(営業者はビックソーラーパーク２号

合同会社)の匿名組合出資持分を取得したため、連結の範囲に含めております。また、株式会社S-COREを新たに

設立し、第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。

(2)持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

（四半期連結貸借対照表関係）

１．偶発債務

訴訟の提起について

平成26年10月30日付で株式会社GW長岡製作所(契約当時「株式会社SPC」)を被告として、仕掛かり中工事の注

文主解除に伴う損害賠償請求(同年８月12日東京地方裁判所より同社所有の不動産に対し仮差押命令発令)を求め

る訴訟を提起いたしました。

上記に関連して、平成26年11月10日付で、同社より、東京地方裁判所から認められた不動産仮差押が違法にな

るとして、これにより被った損害金２億4,550万円及び、これに対する本訴状到達の日の翌日から支払済みまで

年５分の割合による金員の支払を求める訴訟が提起されております。

※２ たな卸資産の内訳は下記の通りであります。

前連結会計年度
（平成26年12月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

商 品 209,642千円 146,487千円

仕掛品 8,407,699 4,203,684

原材料及び貯蔵品 330,173 287,528

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は下記の通りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

給与手当 286,398千円 376,576千円

※２ 減損損失

当第２四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日)

減損損失の内訳は、ソフトウエア7,041千円、ディーゼル発電機486,298千円、日本電力㈱ののれん168,845千

円、㈱イーキュービックののれん8,037千円、㈱フォレストキャピタルののれん952千円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の通

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年６月30日)

現金及び預金勘定 4,277,110千円 3,060,066千円

現金及び現金同等物 4,277,110 3,060,066
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

当第２四半期連結累計期間において株主資本は6,506,807千円増加し、当第２四半期連結会計期間末にお

ける株主資本は8,749,110千円となっております。主な変動の理由は第１四半期連結会計期間において、当

社を完全親会社、日本エネルギー建設株式会社を完全子会社とする株式交換を行ったこと及び当第２四半期

連結会計期間において公募増資を実施したことによるものです。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

３．株主資本の金額の著しい変動

当第２四半期連結累計期間において株主資本は2,669,123千円減少し、当第２四半期連結会計期間末にお

ける株主資本は3,019,592千円となっております。主な変動の理由は利益剰余金が2,672,608千円減少したこ

とによるものです。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年６月30日）

当社グループは、エネルギー流通情報事業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成27年１月１日 至 平成27年６月30日）

当社グループは、エネルギー流通情報事業を主な事業とする単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間

（自 平成26年１月１日

至 平成26年６月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自 平成27年１月１日

至 平成27年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 ０円51銭 55円48銭

（算定上の基礎）

四半期純損失金額（千円） 22,627 2,672,608

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 22,627 2,672,608

普通株式の期中平均株式数（株） 43,978,720 48,176,762

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動があ

ったものの概要

－ －

（注）前第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

（重要な後発事象）

（多額な資金の借入）

当社は、平成27年７月21日開催の取締役会において、以下の資金調達を行うことを決議し、実行いたしました。

（1）株式会社三井住友銀行との手形借入契約

① 借入先 株式会社三井住友銀行

② 借入金額 1,400百万円

③ 利率 変動金利

④ 資金用途 運転資金

⑤ 借入実行日 平成27年７月31日

⑥ 返済期限 平成27年８月31日

⑦ 返済方法 期日一括返済

⑧ 担保等 売掛債権譲渡担保、無保証

（2）株式会社三井住友銀行との手形借入契約

① 借入先 株式会社三井住友銀行

② 借入金額 400百万円

③ 利率 変動金利

④ 資金用途 運転資金

⑤ 借入実行日 平成27年７月31日

⑥ 返済期限 平成27年10月31日

⑦ 返済方法 期日一括返済

⑧ 担保等 売掛債権譲渡担保、無保証

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成27年８月６日

株式会社エナリス

取締役会 御中

京都監査法人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 齋藤 勝彦 印

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 岩崎 亮一 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エナリ

スの平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エナリス及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

その他の事項

会社の平成26年12月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成26年12月12日付けで無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成27年３月20日付けで無限定適正意見を表明している。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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